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第１章　研究の目的と背景
ケアリング・コミュニティ（以下、CC とい
う。）とは、家族や近隣といったインフォーマ
ル・サポートネットワークの強化を図るための
小地域活動が、計画的にシステムとして機能し
ている地域をいう。CC 形成とは、欧米では教
育や医療・看護、宗教等の分野での近隣のネッ
トワーク活動を目的とする場合もあるが、本研
究においては、地域福祉の視点から主に高齢者
を対象として、ニーズを再確認し、それに対応
する地域の現実的なサービス提供について、既
存の、あるいは潜在化している住民ネットワー
クを強化することにより、安全に、かつ安心し
て住み続けられるコミュニティ形成を図ること
とする４）。
本研究は、少子高齢化と過疎化が急激に進む
離島である長崎県西海市崎戸地区５） において、
住民が安心して暮らし続けることのできる CC 
形成の要件を明らかにすることを目的としてい
る。そのため本研究は、離島特有の家族・近
隣・社会特性などを明らかにし、島におけるイ
ンフォーマルサポートの現状と課題を把握する
ことで、活性化の要件と重要性を提示するもの
である。特に崎戸地区の属島（離島の離島）で
ある江島・平島は高齢化率も各々７２.１％、５３.６ 
％という現状のなかで過疎化が進んでおり、現
在の日本の社会福祉学においてはこうした地域
の CC 形成の解決策を十分には見出してはいな
い。そこで本研究は全国的にも多数存在するで
あろうこうした地域の具体的実践例と理論を提
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要　旨
ケアリング・コミュニティ（以下、CC という。）とは、インフォーマル・サポートネットワークの強
化を図るための小地域活動が、計画的にシステムとして機能している地域のことである。本研究におい
ては、高齢化率４３.６％を示す長崎県西海市崎戸地区をフィールドとして、とりわけ①家族構成と家族関
係、②近隣との付き合い、③生活の継続と地域資源、④日常の生活圏域に注目して CC 形成に関する調
査・分析を行なった。
その結果次のような特徴的な点が考察された。第１に、崎戸地区が置かれているマイナス要因にもか
かわらず、地域住民の郷土への愛着心が極めて強い。第２に、近所付き合いや近隣同士の相互扶助が非
常に盛んである。第３に、大島大橋の開通により本島地域が本土と陸続きになったことで日常の行動圏
域が広がってきてはいるが、高齢者層と若年層ではその広がりに差がある。
以上の考察から論述できることは、強い郷土愛や盛んな近所付き合い、相互扶助のなかにこそ、生活
不利条件を跳ね返して CC を形成するエネルギーがあるのではないかということ、である。
キーワード
ケアリング・コミュニティ、過疎・離島、生活圏域、住民意識、相互扶助
示し、CC づくりに貢献できるものとなること
を目指している。
先行研究レビューによれば、離島の社会調査
研究に関しては、その対象の７割が九州・沖縄
をフィールドにしている。そのなかで離島・過
疎の福祉社会に関しては、叶堂による長崎県五
島列島のフィールドワークに基づく研究が、
「居住条件不利地域」６） および「生活剥奪状態」７） 
というキーワードをはじめ、本研究に最も多く
の示唆を与えるものであろう。
本研究はこれらの先行研究を踏まえつつ、特
に以下の３点の考察視角をもつことによって研
究の独自性を示したい。
第１に、離島という自然・社会環境の居住条
件不利性に加え、本研究対象地域のうち本島地
域は炭鉱の閉山という大きな産業構造変化の波
にさらされたという重層的マイナス要因を担っ
ている。この点を視野に入れた多角的考察を行
うことが大きな研究課題であり、居住条件不利
地域の研究内容をさらに深めるものとなる。
第２に、２０００年施行の介護保険制度が、離
島・過疎社会の社会福祉・家族介護意識等にど
のように影響したか、また、その新しいフォー
マルサービスをいかに地域特有の生活文化に基
づいたインフォーマルサービスと組み合わせ、
相乗効果をもたらしていくのかが研究の目的に
直結するものである。
第３に本研究対象である属島の社会状況は、
過疎農山村に関する先行研究で指摘されている
「限界集落」８） に類するものであり、属島という
厳しい環境条件のもとに、この直面する状況に
適応する地域社会の維持策を打ち出していくこ
とが課題である。その場合に、属島の閉鎖性に
潜在するコミュニティ再生の可能性などを属島
と本島で同じ調査項目の調査を実施し、結果の
比較分析から導き出すことも、２
　
 年間に亘る本
研究のねらいである。
離島・過疎地域の CC 形成の実践的研究は、
その地域の生活文化のうえに築かれねばならな
いと同時に、提示される方策が固有性と普遍性
を併せもつという点で、これからの地域福祉の
展開に一つの方向性を与えるものであろう。
第２章　崎戸地区の概要
第１節　地理的・歴史的概要
崎戸地区は長崎県北西部に位置する西海市に
属し、蛎浦、崎戸、江島、平島の４つの有人島
と７つの無人島よりなっている。平島の一部が
西海国立公園の一部に、また蛎浦・本郷の一部
は県立公園に指定されるほどの景観にすぐれた
地域である。蛎浦・崎戸（以下、「本島地域」 
という。）は、佐世保市より南西に ２７.８km、そ
れより西約 ２０km に江島、さらに西約 １０km に
平島という地理的条件にある。
崎戸は、大村藩時代より捕鯨が盛んであった
が、流刑の地でもあった。また、崎戸は、石炭
との関わりが強く、江戸時代より平島において
採掘されていたが、半農半漁であり、とりたて
て産業はなかった。しかし、明治１９年に本郷芋
島にて石炭が発見され、その後明治４０年からは
本格的に石炭採掘が始まった。昭和６年には、
人口も１７,６３９人となり崎戸町がスタートした。
昭和１５年には、年間１００万トンを出炭して、戦時
中には１２６万トンを出炭したこともあった。坑
夫は約８千名のうち３分の１が朝鮮人であった
という。炭鉱では戦後の物資不足・配給制度の
中でも、「特配品」がふんだんに配給された。
設備の整った炭鉱病院もあり、昭和３１年には、
崎戸町と江島村・平島村が合併して、人口が
２５,１９５人（昭和３０年国勢調査）となった。しか
し、その後の石炭合理化政策により炭鉱は次第
に衰退し、昭和４３年３月に閉山となった。そし
て昭和４０年代前半には、閉山に追い討ちをかけ
るように、高度経済成長のため多数の若者達が
流出し、当時の町当局は企業誘致のためにかな
りの努力をした９）。しかしそれが実らない状況
のなか、人口は減少していった。合併直前の崎
戸町の人口は最盛期の１/１０以下の２,１７８人で
あった。
高　橋　信　幸 ・ 浜　崎　裕　子 ・ 花　城　暢　一 ・ 森　　　雄　一
144
第２節　崎戸の社会資源の現状と課題
こうして石炭は姿を消し、昭和３１年から低品
位炭の有効利用として操業し始めていた製塩工
場の塩へと主要産業が移行した。しかし、この
製塩所が崎戸の積年の悩みであった「水」問題
を解決してくれた。海水から塩を製造する過程
で淡水化された水が、地域の上水道として各家
庭に配水されたのである。これが、崎戸の唯一
の基幹産業となっている。
崎戸は国のエネルギー政策の影響を受け、他
の第２次産業も誘致できなかったなかで、少子
高齢化が急激に進んだ。しかし、２００５年４月に
近隣の４町と合併して西海市の一部となるま
で、当時の町役場と町社会福祉協議会は５０人委
員会１０） の設置など多くの努力を払って福祉の
まちづくりを進め、福祉の社会資源の整備を進
めてきた。その結果、「平成１０年度版老人保健
福祉マップ」の「町」の部門で，訪問介護が年
間９０２.４日（高齢者１００人／年間）で全国６位，
日帰り介護が年間１５８０.６日（同）で全国５位と
なったこともある。
しかし２０００年から始まった介護保険では、町
社会福祉協議会の訪問介護・通所介護以外には
町外の医療機関によるわずかな訪問リハビリ
テーションしかメニューはなく、サービス基盤
整備の面から見ると非常に厳しい状況に置かれ
ているといえる。２００５年３月現在、要介護認定
者数は６５歳以上人口９８０人のうち１５９人（認定率
１６.２％）である。
第３章　調査の対象と方法
１.　調査の方法
本研究においては、崎戸地区住民全体を本島
住民と崎戸地区の離島（属島）である江島・平
島住民の２群にわけ、１８歳以上住民（本島は３
分の１を抽出、江島・平島は悉皆）及び中学生
（悉皆）へのアンケート調査と、住民活動のキー
パーソン的役割を果している団体・個人へのヒ
アリング調査を行うこととした。
２.　本島調査の概要
２年間に亘る研究期間のうち第１年度の前半
においては、地域の福祉資源の現状と課題を把
握するために、崎戸地区のうちの本島地域にお
いてヒアリング調査を行なった。また、それと
併せて、住民意識の把握と CC づくりへの住民
参加を促進する要因と阻害する要因を明らかに
するためのアンケート調査を実施した。これら
の調査は、第２年度の前半に予定している江
島・平島調査の基礎・前提となるもので、最終
的には両者を比較検討することにより、先に述
べた要件等を明らかにしていく。
　アンケート調査の概要
①　調査対象者：崎戸地区本島地域に居住
する１８歳以上の住民４７９人　②抽出方法：住
民基本台帳から無作為に３分の１を抽出　③
調査方法：面接質問法　④調査時期：２００５年
２月２４日～２８日　⑤調査員：長崎国際大学社
会福祉学科学生１０人　⑥回収数及び回収率：
３２２人（６７.２％）
　中学生アンケート調査
①調査対象者：崎戸地区本島地域の中学生
全員３６人　②抽出方法：崎戸町（当時）立中
学校（本島での唯一の中学校）の全生徒　③
調査方法：託送法（中学校に依頼）　④依頼
時期：２００５年２月２５日　⑤回収数及び回収
率：３６人（１００.０％）
　ヒアリング調査
①調査対象団体・個人：１２団体（機関）と、
５
　
 人の個人　②調査方法：面接による聞き取
り　③依頼時期：２００５年２月２４日～２８日　④
調査員：本研究の研究員４人　⑤回収数及び
回収率：１７件（１００.０％）
第４章　調査結果
調査で得られた回答を大きく４つの視点；①
家族構成および家族関係、②近隣との付き合
い、③生活の継続と地域資源、④日常生活圏域
という CC 形成に直接影響する要因から分析し
た。またアンケート調査とヒアリング調査を別
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立てに分析するのではなく、上記４つの切り口
で重層的・総合的に分析することで、より地域
社会の生活者の視点に立った考察となるように
している。
第１節　家族構成と家族関係
　１　住民特性と永住意識
回答者３２２人の性別（NA２人）は男性１３７人
（４２.８％）、女性１８３人（５７.２％）で、これは地区
全体の構成比に近い値で、サンプルは男女比に
ついてほぼ代表しているといえる。
回答者を介護保険による年齢区分と前期／後
期高齢者という区分に従い年齢層別にみると４０
歳～６５歳未満が一番多く１１８人（３６.６％）、次い
で７５歳以上の８５人（２６.４％）となっている。ま
た、６５歳以上の回答者は合計１５３人（４７.５％）で、
当地区の高齢化率４３.６％（２００４）と比較すると
やや高い割合である。これは、調査対象者を１８
歳以上としたことによるものと思われる。
出生地が本島地域の人は１６９人（５２.６％）であ
るが、居住暦では２０年以上の人が２２１人（６８.８ 
％）で、永住意識に関しても２７２人（８４.５％）の
人が「できればずっと住み続けたい」と思って
いる。これらのことから、本島への愛着心は強
く、インフォーマルサポート形成の精神的な基
盤は存在するといえよう。
２　家族構成と子供との同居・別居からみる
将来予測
家族構成をみると、一人暮らしの人が７５人
（２３.３％）で、２
　
 人家族が１１５人（３５.７％）と最
も多い。同居している子供の数は１人が最も多
く１７.１％、次いで２人の１３.４％である。これら
のことから、家族規模は小さいといえる。
別居の子供がいるのは１９２人（５９.６％）で、そ
れらの居住地をみると、他県が４５.０％で、崎戸
近隣地区以外の県内が１６.８％、本島は１３.４％と
少ない。これは、婦人会役員へのヒアリング調
査でも聞かれたことであるが、本島には産業が
なく、県外に就職した子供が郷里に帰ってきた
いと思っても就業先がなく、帰れないことも一
つの要因と考えられる。そして、医師へのヒア
リングによれば、別居の子供の要望で、病気の
親を入院させる場合が多く、その場合は地区を
出て行かねばならない現状である。
さらに表１にみるように、将来、別居の子供
との同居予定があるかという質問に対しても、
帰郷予定は１９人（５.９％）と非常に少ない。また
現在同居している子供がこのまま同居する予定
も４１人（１２.７％）と低い。これらのことから将
来的な人口増加は望めず、他の過疎地域にある
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表１　子供との将来の同居予定
（N＝３２２）
割合（％）人数（人）将来の子供との同居予定
１２.７４１同居している子供の誰かが、このまま同居予定である
１９.６６３同居している子供が、家に留まるかどうか未定である
５.９１９別居している子供のうち、一人は帰郷（同居）予定である
３９.１１２６
別居している子供は、今後も誰も帰郷の予定はなく、今のところは夫婦また
は一人暮らしになっても現在の家で生活する予定である
２.５８
別居している子供は、今後も帰郷の予定はなく、今のところは現在の家を出
て子供と一緒に生活する予定である
７.８２５その他
１２.４４０NA
１００.０３２２合　　計
ように「限界集落」化していくことが予測され
る。一方で、子供が帰らなくても現在の家に住
み続ける予定は１２６人（３９.１％）であり、高齢化
はますます進行していくことも予測できる。し
かし、中学生アンケート３６人の結果をみれば、
大人になって「是非とも自分が親の面倒をみ
る」と「大いに思う」のが２５.０％で、「まあまあ
そう思う」のが４７.２％であり、計７２.２％の中学
生は、将来親の面倒をみる意向がある。
第２節　近隣との付き合い
　１.　「近隣との付き合い」の内容
日常生活における近隣の人との付き合いにつ
いては、①「あいさつ」に関しては３０８人（９７.２
 ％）の人が挨拶をしており、②「食材のおすそ
分け」についても２１８人（６８.８％）の人が行って
いる。③「掃除や家事の手伝い」、④「買物や
病院の同行」、⑤「相談」、⑥「見守り」、⑦「留
守」については約３０％から４０％の人が実施して
いる。また、⑧「情報交換」に関しては、１８３
人（５７.９％）が実施しており、近所での情報交
換がよく行われている。
全体的にみて、「食材のおすそ分け」が多い
のは離島地域である崎戸地区の特性であると考
えられる。家事や買物代行、見守りなどの付き
合いは比較的少ないが、情報交換する近所づき
あいはある。なお、近所の人との付き合いの他
に「今後の近隣での助け合い活動について」の
設問では、２５２人（７８.３％）が参加の意向を示し
ている。このように、崎戸地区は都市部とは明
らかに異なり、住民の相互扶助が比較的色濃く
残っている顔馴染みの地域共同体といえるので
はないだろうか。
２.　冠婚葬祭の時の近所づきあいに対する思
い
アンケート調査では、日常生活の近所づきあ
いの他に、「冠婚葬祭のときの近所づきあい」 
についても設問を設けた。回答の結果、近所づ
きあいはとても大切なことで今後も続けていき
たい人は１５７人（４８.８％）と半数で、わずらわし
いと思いつつも続けたい人、以前のように交流
を深めたほうがいいとする人もそれぞれ６４人
（１９.９％）、５３人（１６.５％）である。このように、
アンケート調査からは、冠婚葬祭時の近所づき
あいに対して様々な認識があるが、今後も続け
たいと思う割合が高い。
しかし、このような近所づきあいに対する認
識の一方で、ヒアリング調査からは、近所付き
合いや冠婚葬祭も含む地域行事への参加はある
程度残っているが、「崎戸町出身者（地の者）」
と「崎戸町以外の出身者（そうでない者）」と
では差があるようであり、現在のような地域の
つながりが将来も続くのかどうか、微妙な状況
である。地域のつながりの重要性は認めてはい
るものの、本音としては、若い世代を中心に地
域の相互扶助について負担に感じているとも読
み取れる回答もあった。
３.　出身地の違いと「近隣関係（付き合い）」
の関係
以上のような分析からも明らかなように、本
調査における「近隣関係（付き合い）」の分析
にあたっては、崎戸地区の歴史を踏まえる必要
がある。先にも述べたように、崎戸地区は昭和
４３年の炭鉱閉山まで炭鉱の町として栄えた歴史
があり、島外からの多くの労働者やその家族が
転入してきた経緯がある。そのため、島に暮ら
す住民のなかでは、「出身地」に対する意識、
いわゆる“地の者”と“そうでない者”という
意識が「近隣関係（助け合い）」に影響してい
るのかどうかに留意する必要がある。ちなみ
に、本調査の回答では、“地の者”と“そうで
ない者”の割合は、１７６人（５４.７％）対１４６人
（４５.３％）となっている。
これらの相関関係について、アンケート調査
の分析においてｔ検定を行ったが有意な差は見
られなかった。しかし他方、ヒアリング調査の
回答では、①“地の者”の居住する地区と“そ
うでない者”の居住する地区とは別という割り
切り、②“地の者”が居住する地区の間におけ
る対抗意識、③アパートの住民と周囲の住民と
離島・過疎地域におけるケアリング・コミュニティ形成に関する研究（その１）―長崎県西海市崎戸地区におけるインフォーマルサポートの活性化に向けて―
147
いった同一地区内での両者の希薄な関係性、④
高齢の世代と若い世代との近所づきあいに対す
る認識の差、といった問題が交錯していること
が見受けられた。これらの③と④に関しては、
崎戸地区固有の課題というよりは他の地域でも
同様な課題を抱えていると考えられる。
しかしながら、①と②については、崎戸地区
の歴史・文化・宗教などの社会的背景を踏まえ
た分析が必要になってくると思われる。例え
ば、古くから住民が居住している地区の間にお
ける対抗意識（ペーロン大会１１） を別々に開催
する等）や檀家や氏子といった宗教的な背景に
伴う地域間の意識の相違（地域的・宗教的な行
事への参加）等がどのように近隣関係に影響を
及ぼしているのか、分析を深めていく必要があ
る。
第３節　生活の継続と地域資源
「高齢になって心身が弱ってきてから、この
町で生活を継続していくことへの不安」に関す
る回答結果から、住民の生活の継続可能性と地
域資源（病院、介護保険サービス、施設など）
の整備状況の関係をみると、次のように言うこ
とができる。
不安が「大いにある」と「まあまあある」と
を合計すれば、①病院や救急医療への不安が
２０９人（６４.９％）、②介護保険サービスへの不安
が１５９人（４９.３％）、③孤独になりそうな不安が
６７人（２０.８％）、④施設に急に入れない不安が９０
人（２８.０％）、⑤寝たきりなどで町を出なければ
ならない不安が１１２人（３４.８％）、⑥医療費の不
安が１３２人（４１.０％）となっている。この結果を
みれば、孤独への不安が他よりも低いことか
ら、近隣関係の良さや、安心できる人付き合い
のある地域社会であることが考察できる。
一方で、介護保険サービスに関しては、崎戸
地区には供給できるサービス資源が限られてい
るにも関わらず、その不安が５０％を下回ってい
ることが注目される。これを年齢層別でみる
と、６４歳以下では「大いにある」が４４人（２７.０ 
％）、「まあまあある」が６５人（３９.９％）で合計
１０９人（６６.９％）の人が不安に思っているが、６５
歳以上では「大いにある」が１７人（１１.６％）、
「まあまあある」が ３３人（２２.６％）で合計５０人
（３４.２％）であり、この割合は若年層の半分に近
い。
この年齢層による新しいサービスである介護
保険サービスへの意識の差は、認知度の差によ
るものと考えられる。施行後５年を経て住民の
生活に浸透しつつある介護保険は、若年層の理
解が深まるほど、それだけ離島地区の供給サー
ビス不備への不満へと転換されていくことも見
込まれる。その場合に重要になってくるのが、
地域特性を活かしたインフォーマルサービスと
の連携であり、本調査研究に基づく CC 形成が
重点課題となるであろう。
第４節　日常の生活圏域
　１.　崎戸地区における「日常の生活圏域」
　　食料品等の購入先（地域）
「食料品等の購入先（地域）」では、「食料品」
に関して１６５人（５１.２％）が本島であるが、「日
用品」は本島が１１２人（３４.８％）であり、隣接す
る大島町の９６人（２９.８％）とそれほど大きな差
異がみられない。「衣料品」、「電器・家具」は
佐世保市での購入が最も多く、１４６人（４５.３％）
と１３２人（４１.０％）である。以上の回答結果から
もみられるように、身近な距離である本島（な
いし隣町の大島町）で「食料品」や「日用品」
を調達し、地元の商店へ配慮している傾向が伺
える。一方、「衣料品」や「電器・家具」といっ
た個人の嗜好が比較的強い品物については、品
揃え豊富な大型店がある佐世保市で購入すると
いった傾向が見られ、物品による購入先の区別
がなされているようである。なお、中学生を対
象にしたアンケート調査からは、２４時間営業の
コンビニエンスストアを望む声が多かった。
　　各社会サービスの利用先（地域）
一方、「各社会サービスの利用先（地域）」で
は、「病院」に関しては１９１人（５９.３％）が本島
高　橋　信　幸 ・ 浜　崎　裕　子 ・ 花　城　暢　一 ・ 森　　　雄　一
148
で、次いで大島町と佐世保市が５３人（１６.５％）、
５４人（１６.８％）となっている。「歯科」は本島
に次いで大島の順で利用されている。「福祉」
「学校」については、利用していない割合が高
く、利用する場合は本島の回答が多い。「娯楽」
に関しては、利用しない割合と本島で利用する
割合が同割合の約４０％となっている。「金融」 
は８７.３％が本島だが、大島町の銀行を利用する
ものもいる。
　　若年層と高齢者層の生活圏域
日常の買い物や各社会サービスの利用をどこ
で行なっているのかについて、これを６４ 歳以下
と６５歳以上で比較してみると、食料品の購入、
医療・歯科サービス、金融サービスでは有意差
は見られないものの、表２のとおり日用品（衣
料品、電器・家具の購入、娯楽・教養・文化活
動も同様の傾向）では明らかな有意差が見られ
ている。すなわち、食料品、医療・歯科、金融
サービスではいずれも本島での利用が最も多い
のに対して、それ以外の物品やサービスの購入
では若年層は大島や佐世保市まで出かけること
が多く、高齢者は本島内で済ませるのが最も多
くなっている。同じく崎戸地区に住んではいて
も、日常生活における行動範囲が明らかに異
なってきており、この傾向は大島大橋の開通に
よって拍車がかけられたものとみなせるであろ
う。
　２.　医療及び移動手段に関する課題
アンケート調査やヒアリング調査でも回答さ
れた「医療」に関しては、地元の医院の昼夜を
問わない懸命な努力で地域医療が成り立ってい
る現実がみられる。地元の医院と隣接の大島地
区に設置されている西海市立病院との連携が一
番強いが、市立病院は外科だけが常勤で、他の
診療科は全て他所から決まった日にだけ来る状
況で、内科の常勤がいないのが問題となってい
る。また、手術を要する人はほとんど設備の
整った佐世保市内の病院に行っている。通院に
関しても、佐世保の病院に通院する者もおり、
通院時間や交通費の負担が重くのしかかってい
る。さらに、合併により新しい市立病院が本土
の大瀬戸地区に建設されるという話もあり、崎
戸地区の住民にとってはさらに遠くなって、移
動手段をもたない高齢者等の通院がますます負
担になっていくことが危惧されている。
第５章　考察及び中間的な結論
これらの調査結果が、第２年度の属島調査の
結果と比較されることで本研究の核心に迫るこ
とができることを前提に、以下の考察を行な
う。
第１に、崎戸地区が置かれている社会的な状
況と、そこに暮らす住民の意識との間に見られ
るある種の乖離現象があげられる。崎戸地区が
離島という生活不利条件に加えて炭鉱閉山によ
る産業構造変化によって大きな波にさらされ、
その意味で重層的なマイナス要因をもつことは
第１章において指摘したところである。しかし
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表２　年齢層別日用品の購入先
（上段：回答数、下段：％）
合計その他
それ以外の
地域
佐世保市大島本島
１６５
１００.０
４
２.４
１４
８.５
６０
３６.４
５５
３３.３
３２
１９.４
６４歳以下
１４７
１００.０
１１
７.５
２
１.４
１４
９.５
４１
２７.３
７９
５３.７
６５歳以上
３１２
１００.０
１５
４.８
１６
５.１
７４
２３.７
９６
３０.８
１１１
３５.６
合　　計
それにもかかわらず、この土地に対する住民の
愛着心にはきわめて強いものがある。他方、中
学生アンケートを見ると３８人中３３人（９１.７％）
もがこの地区を出たいとしており、実際、橋で
隣接する隣の島との境にある県立高校を卒業す
ると、ほぼ全員が故郷を後にしているのが実態
である。しかし１８歳以上の一般地域住民を対象
とした今回のアンケートでの、「これからも
ずっとすみ続けたいと思うか」という質問には
実に２７２人（８４.５％）もの人が「できれば、ずっ
とすみ続けたい」と答えている。表２にみられ
るように、別居している子どもに帰郷の予定が
なくてもこのまま現在の家に暮らし続けるとす
る人も１２６ 人（３９.１％）を数える。
崎戸地区からの若年層の流出がこれからも進
み、ますます少子高齢化に拍車がかかって限界
集落化することが確実とみなされるなかで、郷
土へのこうした愛着心の強さをいかに理解し、
活用していくことができるのか。インフォーマ
ルサポートを活性化させていく鍵がここに潜ん
でいるということができないだろうか。
第２に、そうした郷土への愛着心と相俟っ
て、近所付き合いや近隣同士の相互扶助などが
盛んなこと、しかしその盛んな裏には、地区を
単位とした住民間の意識の微妙な“揺れ”が垣
間見えることである。一般住民へのアンケート
調査の結果では、近所付き合いについては３０８ 
人（９７.２％）もの人びとが挨拶を交わし、２１８人
（６８.８％）の人々が野菜や魚を近所におすそ分
けしている。
崎戸地区には炭鉱が盛んであった時代に他所
の地域からの転入者によって構成され、かって
の炭鉱住宅街であった「炭鉱地区」と呼ばれる
地区がある。もともと崎戸に住んでいる人と、
そうした炭鉱労働への従事などで他所から転入
して定着している人との間で近所付き合いにつ
いての差が見られるかと予測していたが、住民
アンケートの結果からは有意な差は認められな
かった。しかしヒアリング調査からは、どこの
地域でも見られる新・旧住民とのギャップのほ
かに、炭鉱地区と、いわゆる“地の者”といわ
れる元々崎戸にいる人の住む地区（ここでは仮
に「旧来地区」と呼ぶ。）１２）との意識の差、そし
て炭鉱地区を挟んで位置する異なる旧来地
区１３） 間の意識の差がたびたび語られた。例え
ば、「あの人は地の者じゃないから」という言
い方や、異なる旧来地区のペーロン大会などの
同じような行事がまったく連携されることなく
単独で行われていることなどを、そうした例と
してあげることができる。新・旧住民の問題の
ほとんどは公営住宅アパートに居住する若年層
の問題であり、都市部とは違ってその絶対数も
わずかである。各々の地区内での近所づきあい
はアンケートに表されたように活発なのではあ
るが、より大きな課題として今後考察を深めな
ければならないのは、こうした炭鉱地区と旧来
地区、そして旧来地区間の相互連携をどのよう
に築きあげることができるかにあるだろう。
第３には、１９９９年１１月に崎戸地区を本土と陸
続きとした大島大橋開通による地域生活への影
響が無視できない。日常の買い物やサービスの
入手をどこで行なっているのかをみた第４章第
４節の分析にあるように、若年層と高齢者層と
では食料品、医療・歯科、金融サービスではい
ずれも本島での利用が最も多いのに対して、そ
れ以外の物品やサービスの購入では若年層は大
島や佐世保市まで出かけることが多く、高齢者
は本島内で済ませるのが最も多くなっている。
すなわち、大島大橋の開通によって利便性が増
し、生活圏域が拡大したのは主に若年層であっ
て、車を運転しない高齢者層では、本島内の商
店が減少したり、フェリー乗り場までのバスが
減便されたりして、むしろ不便になっていると
すらいえる現状である。こうした状況とは逆
に、橋を通って移動販売車が来るようになり、
その時間帯が近隣の高齢者をはじめとする住民
の情報交換・交流の場となっているという状況
もある。いずれにしても、大島大橋開通による
生活圏のこうした変化も、CC 形成の重要な要
素として踏まえておかなければならない。
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では、こうした考察を踏まえたうえで、崎戸
地区において CC 形成の可能性はどこにあるの
だろうか。生活上の様々な不利な条件にもかか
わらず、そして、そうであるからこそ、地域住
民の中に強く存在する郷土愛と豊かな近所付き
合い、更に歴史的な文化の積み重ねからくると
思われる自然発生的な相互扶助のなかにこそ、
まずその可能性を見出すべきである。第４章第
３節で見たように、崎戸地区で供給できる介護
サービスは極めて限られているが、高齢者層の
介護保険サービスへの不安は若年層に比べて有
意に低い。しかし高齢者層はともかく、若年層
の介護保険への理解が深まれば深まるほど、崎
戸地区における介護サービスの不備が不満へと
転化されていくことは時間の問題であろう。崎
戸地区では、２００３年２月から地域通貨「さんさ
ん」の流通が住民により取り組まれている。会
員は１００人余を数えており、熱心に継続した活
動が展開されているが、サービスと地域通貨の
流通がなかなか双方向にならない、若年層の参
加が得られない、という課題を抱えてもいる。
CC の形成にあたってはこうした課題を越えた
仕組みづくりが望まれるであろう。
今回の本島調査を踏まえて第２年目の研究と
して取り組む江島・平島は、本島地域よりはる
かに地理的・社会的条件の厳しい地域である。
そこでは、過疎で少子化と高齢化、しかも離島
という条件を「逆手」にとった CC づくりが求
められる可能性すらあるだろう。
本研究は、２００４年１０月から取り組んだ研究の
第１年目の成果をまとめたものである。引き続
き第２年目の研究に入り、研究の最終目標であ
る江島・平島をフィールドとした最終的な結論
である CC 形成の要件を研究論文（その２）と
してまとめ、その成果を基に、住民とともに 
CC 形成の実践にも踏み込む予定である。
研究にあたっては、崎戸町社会福祉協議会
（当時）を始め、崎戸地区の多くの団体・組
織・地域住民の皆様にお世話になった。崎戸の
皆様に心からの感謝の意を表したい。
（本研究は、日本生命財団の「平成１６年度高齢
社会・実践的研究助成」を受けたものである。）
注
１）長崎短期大学講師．
２）西海市社会福祉協議会主任．
３）本稿の執筆は次のように分担した．高橋／第５
章．浜崎／第１章，第４章第１節，第３節．花城
／第３章，第４章第２節，第４節．森／第２章．
４）ケアリング・コミュニティ：シスター・M・シ
モーヌ・ローチ著・鈴木智之ら訳（１９９６）「アク
ト・オブ・ケアリング―ケアする存在としての人
間―」ゆみる出版，藤田英典（２００４）「誰がどの
ようにケアするのか？―変動社会における少年犯
罪・教育・社会福祉」『教育研究（国際基督教大
学）４６号，１２５１４２，など参照．
５）崎戸地区：２００５年４月１日に合併するまでの西
彼杵郡崎戸町．近隣の大島町，西彼町，西海町，
大瀬戸町と合併し，西海市の一部となった．
６）居住条件不利性：叶堂によれば，離島の自然的
制約としては，離島の隔絶性・地理的狭小性，離
島内の各地区の分離性が挙げられ，社会的制約と
しては，産業構造や交通のイノベーションに伴う
辺境性，日常生活圏および移動の限定性，生活
サービスの限定および不在が挙げられている．
７）生活剥奪状態：叶堂によれば，地区内で充足で
きないニーズの場合，しばしばニーズの充足が放
棄される「消失」現象が見られるが，そうした現
象は加齢と相関する．
８）限界集落：６５歳以上の高齢者が集落人口の半数
を超え，社会共同生活の維持が困難な地域．大野
晃（１９９６）「現流域山村と公的支援問題　吉野川
源流域の環境保全問題を中心に」『年報村落社会
研究』第３２集（高野和良「『限界集落』過疎地域
の生活と国土資源の持続性―極小化する家族と農
山村高齢化の現状」『農業と経済』２００５. ３によ
る）
９）企業誘致の努力：炭鉱閉山間近の１９６７年，原油
基地調査団が崎戸町を訪問した．１９７２年には企業
誘致期成同盟ができ，１９７６年に町議会内にコール
センター（貯炭所）誘致特別委員会が設置され，
同年に調査団が町を訪問している．また，翌年に
は火力発電所誘致にも力を注いだ．これらの企業
誘致に関しては，崎戸町にすんでいた元炭鉱労働
者の故Y氏より様々な提案書が出されている．
１０）５０人委員会：１９８５年に発足した「福祉の町づく
離島・過疎地域におけるケアリング・コミュニティ形成に関する研究（その１）―長崎県西海市崎戸地区におけるインフォーマルサポートの活性化に向けて―
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り５０人委員会」．「崎戸を福祉の町として作り上げ
ていこう」という趣旨のもと，町社会福祉協議会
の主催で，年齢・性別に関係なく住民が知恵を出
し合って実現していこうと組織された．ボラン
ティア部会，基盤強化部会，財源対策部会，老人
対策部会を設けてたくさんの答申を町社会福祉協
議会会長に行なっており，現在の社会福祉協議会
事業の基盤となっている．
１１）ペーロン大会：ペーロンは中国に由来する手漕
ぎボートをいう．日本では１６５５年に初めて長崎で
ペーロン競漕が行なわれた．この年長崎はひどい
暴風雨に襲われ，在留唐人たちはこの暴風雨を風
神の怒りによるものとして，これを静めるため
と，もうひとつには自国の遊戯を長崎の者に誇示
するために行なったと伝えられている．同様の競
漕が，「ハーリー」という名称で沖縄県にもある．
崎戸地区のペーロン大会は毎年８月，蛎浦と本郷
で各々行なわれてきている．
１２）旧来地区：地元では，“町地区”“村地区”“栗
崎地区”“横浦地区”“本郷・浄心地区”と呼んで
いる主に“地の者”が多く住む地区を，ここでは
便宜上まとめて「旧来地区」とする．
１３）異なる旧来地区：各々の旧来地区は，地元神
社・仏閣の氏子や檀家のエリアとの共通性もみら
れる．
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